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新日鉄と住友金属工業（株）の両社グループで建材薄板事業と道路・土木商品関連事業の統合に基本合意

新日鉄と山陽特殊製鋼（株）が提携合意

所の概況説明ののち高炉、連続熱
延ラインなどを見学した。
製鉄所構内では高炉や製品コイ

ルを背景に記念撮影する方や、熱
心に質問する方も多く見受けられ、
参加者からは「“新日鉄”が身近に
感じられ、今後も継続的な株式保
有または買い増しを検討したい」

２月から３月まで３回にわたり、
中部・関東地区の個人株主の方を
対象としたIRを実施し、多数の応
募の中から抽選で選ばれた延べ450
組900名が来訪した。それぞれ名古
屋市内と東京本社で当社の経営・
業績概況説明を行った後、名古
屋・君津各製鉄所において、製鉄

との感想が寄せられた。
当社の株主の約４分の１を占め

る多数の個人株主にも当社への理
解を深めてもらおうと昨年から始
めたこの企画は好評で、今後も全
国各地域で順次開催していく。

新日鉄と住友金属工業㈱は両社
の連携策の一環として、両社グル
ープにおける建材薄板事業および
道路・土木商品関連事業の競争力
を強化するため、日鉄鋼板㈱・日
鉄建材工業㈱と住友金属建材㈱の
統合検討につき基本合意し、平成
18年５月を目途に統合契約を締結

の上、平成18年10月の統合会社設
立を目指す。
建材薄板事業については、将来

起こりうる競合激化に備え、日鉄
鋼板㈱と住友金属建材㈱の建材薄
板部門を統合し、両社の生産能力
の有効活用および効率的な生産・
販売体制の構築により業界最強の

協力して提携施策を実行し相互に
メリットを享受することを目的と
している。
なお、提携施策をより一層、円

滑かつ着実に検討・実行していく

新日鉄と山陽特殊製鋼㈱は、双
方の競争力強化のための相互提携
を実施していくことに合意した。
今後の鉄鋼需要の変動や国際的

な競争激化に対応していくため、

式を株式数でほぼ同数取得する。ために、平成18年６月末までを目
処に、当社は山陽特殊製鋼㈱の株
式を議決権比率15％（持分法適用
会社となるレベル）まで取得する
一方、山陽特殊製鋼㈱も当社の株

お問い合わせ先
総務部広報センター
TEL 03-3275-5022

中国におけるフロン処理CDM事業の国連承認について
いてフロン（HCFC22）製造過程
で大気中に放散されている副生ガ
ス（HFC23）を分解処理すること
により、温暖化ガス削減効果を排
出権として獲得するもの。東岳化
工が事業主体となり、新日鉄は副
生ガス分解処理プラントのエンジ

新日鉄と三菱商事㈱が中国山東
省で進めているフロン処理CDM事
業が、３月13日に国連のCDM理事
会で正式承認された。
本事業は、中国最大のフロン製

造メーカーである山東東岳化工股分
有限公司（以下、東岳化工）にお

ニアリングおよび主要機器の供給
を行い、三菱商事はCDM事業形成
における支援業務を受け持つ。本
事業による排出権獲得量は二酸化
炭素換算で年間約1,000万トンとな
り、世界最大級のCDM事業となる
見込み。2007年前半に分解処理プ

ラントの稼働を予定しており、京
都議定書第一約束期間終了の2012
年末までに獲得する排出権全量を、
新日鉄、三菱商事㈱およびナット
ソース・グループの３社が購入す
る。

自己株式の取得結果について
新日鉄は、商法第211条の３第１項第２号の 規定に基づく自己株式の取得に
つき、下記の通り実施した。

1. 買付け期間 平成18年2月16日から平成18年3月10日まで
2. 買付け株式数 113,277,000株
3. 買付け総額 49,995,771,000円
4. 買付け方法 東京証券取引所における指定金外信託による市場買付け

（ご参考）自己株式の取得に関する取締役会決議内容（平成18年2月14日開催）
（1）取得する株式の種類　　　普通株式
（2）取得する株式の総数　　　1億2,000万株（上限）
（3）株式の取得価額の総額　　500億円（上限）
（4）取得する期間　　　　　　平成18年2月16日から平成18年3月28日

お問い合わせ先 総務部総務グループ　TEL 03-3275-5178

競争力の実現を目指す。
道路・土木商品関連事業につい

ては、今後とも低迷が想定される
需要環境の中で、日鉄建材工業㈱
と住友金属建材㈱の道路・土木商
品関連事業を統合し、両社の合理
化・生産集約等も含めた効率的な
生産・販売体制の構築により、一

層の収益基盤強化・競争力強化を
図る。

お問い合わせ先
総務部広報センター
TEL 03-3275-5022

中国・首鋼総公司遷安製鉄所向けCDQの受注
CDQおよびその他省エネルギー・
環境設備の設計、製造、販売を目
的として北京首鋼設計院と「北京
中日聯節能環保工程技術有限公司
（北京Joint-Venture/JV）」を設立し
ており、今回のプロジェクトも北
京JVと共同で受注した。当社は
CDQ設備のトップサプライヤーと

新日鉄プラント・環境事業部は、
中国・首鋼総公司の遷安製鉄所に
あるコークス製造会社、遷安中化
煤化工有限責任公司（河北省 遷安
市）からコークス乾式消火設備
（CDQ）2基をフルターンキーにて
受注した。
当社は2003年に中国における

しての地位を揺るぎないものとし
ている。
中国政府は「鉄鋼産業発展政策」
に基づき、高炉・コークス炉等の
能力増強、設備集約、省エネルギ
ー環境投資を奨励しており、当社
は、北京JVを拠点として中国市場
でさらに石炭調湿設備（CMC）、

各種リサイクル技術といった当社
の環境、省エネルギー設備の拡販
に注力していく。

中部・関東地区で個人株主IR実施―説明会、製鉄所見学会に多数の個人株主が参加―

お問い合わせ先
プラント・環境事業部
TEL 03-3275-6114

君津製鉄所の高炉を見学



新日鉄発信のプレスリリースは、ホームページ www.nsc.co.jp に全文が掲載されていますのでご参照ください。�

14日 シリーズ「歌」～こころ響き合うとき～VOL.7 笑顔で帰ろう

19日、20日 紀尾井シンフォニエッタ東京　

第54回定期演奏会

23日 クァルテットの饗宴2006

生誕250周年モーツァルト後期名作セレクション　

24日、25日 NTTリースpresentsヴィオラスペース2006 vol.15

マチネ・ミニ・コンサート

若手演奏家のための公開マスタークラス

26日、27日 NTTリースpresentsヴィオラスペース2006 vol.15

30日 住大夫三夜　【邦楽】

5月主催・共催公演情報から http://www.kioi-hall.or.jp
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（財）新日鉄文化財団

お問い合わせ・チケットのお申し込み先：紀尾井ホールチケットセンター　TEL 03-3237-0061 〈受付10時～19時 日・祝休〉

新聞・雑誌広告「先進のその先へ、新日鉄」シリーズスタート

新日鉄ホームページリフレッシュのお知らせ

大平起業と自動車保険等福利厚生
向け保険に強いエヌエス保険サー

大平起業㈱と㈱エヌエス保険サ
ービスが平成18年４月１日に合併
し、日鉄保険サービス㈱が発足す
る。これにより、全国ベースでの
サービス提供を実現するとともに、
工場火災保険等の企業物件に強い

ズに、より適切・迅速に対応して
いく。

ビスの事業ノウハウを統合するこ
とによって、多様化する顧客ニー

当社はこれまで『文藝春秋』で
毎月当社のさまざまな活動を紹介
してきた。そして本年１月より、

新聞やその他の雑誌でも広告「先
進のその先へ、新日鉄」シリーズ
をスタート。ご注目ください。

ドを語っている。また、「極限への
挑戦」コーナーでは新商品・プロ
セス開発力、製造実力、コスト競
争力、設備技術力等に関する優位
性・差別化といった「技術先進性」
の視点から、具体的な商品や技術
を写真や動画なども使ってわかり

当社HPでは、読み物コンテンツ
をわかりやすく整理したTOPペー
ジをはじめ、技術開発本部、IR、
採用情報、君津製鉄所、室蘭製鉄
所のページをさらに充実化した。
技術開発本部では、研究者が開発
成果に至るまでの苦労やエピソー

やすく表現し
た。
今後も最新

情報の提供と
さらなるコン
テンツの充実
に努めていく。 お問い合わせ先 総務部広報センターTEL 03-3275-5016

キリンビール（株）が新北九州空港開港デザインのスチール缶ビールを発売
新北九州空港は福岡県北九州市

に造成された人工島の用地を基礎
とした本格的な海上空港。「キリン
一番搾り生ビール」の缶に新北九
州空港のシンボルマークと、「新し
い空、新しい私」というキャッチ
コピーをあしらい、大空へ飛び立

キリンビール㈱北部九州第一統
括支社北九州支社では、新北九州
空港開港を盛り上げていくため、
当社のスチール缶（350ml缶）によ
るキリン一番搾り<生>「新北九州
空港開港デザイン缶」を、３月１
日から数量限定発売した。

つ飛行機のビジュアルをデザイン
している。
新北九州空港開港と同時就航し

た航空会社スターフライヤーの機
内でも提供され、新日鉄八幡製鉄
所製造のスチール缶であることが
明記されている。

大平起業（株）と（株）エヌエス保険サービスの合併について

当社は2007年度の社員採用計画について以下の通り決定した。
【2007年度採用計画数】 スタッフ系 約　160名

操業・整備系 約　380名
合　　　計 約　540名（＊）

（＊）なお、左記採用計画の内、エンジニアリング事業（2006年7月に新日鉄エン

ジニアリング㈱（仮称）として新会社設立予定）の採用数は約40名、新素材事業

（2006年7月に新日鉄マテリアルズ㈱（仮称）として新会社設立予定）の採用数は

若干名となる予定。

2007年度社員採用予定数

写真提供：キリンビール㈱

会社名：日鉄保険サービス株式会社
代表者：代表取締役社長　吉江　純彦
株主構成：㈱新日鉄都市開発（65％）、新日鉄（35％）

本店所在地：東京都千代田区鍛冶町
＊両者は対等の立場で合併するが、手続き上大平起業を存続会社と

する。

日鉄物流（株）と製鉄運輸（株）が事業統合
これは、輸送領域がラップある

いは補完関係にある両社のシナジ
ー効果を期待したもので、今秋に
は事業持株会社と地域会社への再
編も予定している同グループは、

日鉄物流㈱（東京都）と製鉄運
輸㈱（君津市）が、４月１日に共
同株式移転による持株会社、日鉄
物流ホールディングス㈱を設立し
事業を統合する。

より一層効率的でコスト競争力の
ある物流の提供を目指す。
なお、今回の事業統合を機に、

製鉄運輸㈱は商号を日鉄物流君津
㈱に変更する。

お問い合わせ先
日鉄物流ホールディングス㈱

TEL 03-3553-1331

お問い合わせ先 総務部広報センターTEL 03-3275-5027
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